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2022年3月14日号

クルマ電脳戦 テスラ追うトヨタ、グーグル

2022年3月7日号

漂流する賃上げ なぜ給料は上がらない

2022年2月28日号

トヨタ、日立、花王…栄冠は誰に 脱炭素経営 ランキング

ビジネス誌 特集テーマ

週刊東洋経済

日経ビジネス

書籍ランキング

2022年2月のベストセラー
日販調べ（2022年3月15日時点）

総合

① WORLD SEIKYO vol.2

聖教新聞社 出版社：聖教新聞社

② 2022 J1＆J2＆J3選手名鑑

出版社：日本スポーツ企画出版社

③ 人は話し方が9割
永松茂久峠 出版社：すばる舎

④ 趣味どきっ！ 古武術に学ぶ体の使い方。
甲野善紀 林久仁則 出版社：NHK出版

⑤ ジェイソン流お金の増やし方
厚切りジェイソン 出版社：ぴあ

出所：日本出版販売株式会社

2022年3月19日号

株崩落 次の一手

2022年3月12日号

ザ M＆A マフィア

2022年3月5日号

デジタル仕事術

「適格請求書等保存方式（インボイス制度）」のご案内について

[適格請求書等保存方式（インボイス制度）の概要]
令和5年10月1日から、複数税率に対応した消費税の仕入税額控除の方式として適格請求書等保存方式（いわゆる
インボイス制度）が導入されます。適格請求書等保存方式の下では、税務署長に申請して登録を受けた課税事業
者である「適格請求書発行事業者」が交付する「適格請求書」（いわゆるインボイス）等の保存が仕入税額控除
の要件となります。

※詳細につきましては、軽減・インボイスコールセンターまでお問い合わせ願います。

 適格請求書とは
適格請求書とは、「売手が、買手に対し正確な適用税率や消費税額等を伝えるための手段」であり、
一定の事項が記載された請求書や納品書その他これらに類する書類をいいます。
※請求書や納品書、領収書、レシート等、その書類の名称は問いません。

 適格請求書発行事業者登録制度
・適格請求書を交付できるのは、適格請求書発行事業者に限られます。
・適格請求書発行事業者となるためには、税務署長に「適格請求書発行事業者の登録申請書」（以
下「登録申請書」といいます。）を提出し、登録を受ける必要があります。なお、課税事業者でな
ければ登録を受けることはできません。
※適格請求書発行事業者は、基準期間の課税売上高が1,000万円以下となった場合であっても免税事業
者にはならず、消費税及び地方消費税の申告義務が生じますのでご注意ください。

 登録申請のスケジュール
登録申請書は令和3年10月1日から提出可能です。適格請求書等保存方式が導入される令和5年10月1
日から登録を受けるためには、原則として、令和5年3月31日まで（ただし、困難な事情がある場合
には、令和5年9月30日まで）に登録申請書を提出する必要があります。

 軽減・インボイスコールセンター
インボイス制度に関する一般的なご質問やご相談は、以下で受け付けています。
専用ダイヤル：0120-205-553(無料） 受付時間：9:00～17:00（土日祝除く）
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経営のお悩みは

事業支援課へ

兵庫信用金庫はお客様に選ばれる

地域密着の「頼れるパートナー」を目指します

 新しく事業を始めたい
 販路を拡大したい
 新しい製品を開発したい
 補助金について知りたい

 次の世代に事業を承継したい
 会社の経営を立て直したい
 人材不足を何とかしたい
 その他経営に関すること全般

＜お悩みの例＞

どうぞお気軽にお悩みをお聞かせください。
兵庫信用金庫
業務部事業支援課
TEL:079-282-1263

兵庫信用金庫は、お客様のライフステージに合わせた課題解決を支援しています。

1.起業・創業支援
起業を考えている方、創業間もない方に対するスクールのご案内等、若手・女性・シニア関係なくサ
ポートします。資金調達はもちろん、創業計画書の作成やクラウドファンディングによるテストマー
ケティング等課題に応じたソリューションを提供します。

2.販路開拓・販促支援
業種や事業規模を問わず、あらゆるビジネスマッチングのご提案や、各種展示会・ビジネスフェア等
の活用により事業者様の販路開拓をサポートします。

3.人材確保支援
人材マッチングでは大手・地元人材紹介業舎との連携によるネットワークと小回りを重視した人材確
保のサポートを行っています。

4.専門家派遣
技術・製品・サービスだけでなく将来性や経営力を含む総合的な評価によって自社の強み・弱みを把
握する技術評価制度をはじめとして、各種課題に精通した最適な専門家派遣を通じて事業者様の経営
課題をサポートします。

5.補助金等申請支援
補助金・助成金情報の提供や補助金申請に特化した提携機関との協力により補助事業採択へのサポー
トを行います。

6.事業承継
親族承継や従業員への事業の引き継ぎでのあらゆるお悩みをサポートします。事業承継計画の策定や
自社株評価、税制面への対策など、各種支援機関と連携しながら次世代への円滑な承継を支援します。

7.M＆A
後継者不在の事業者様に対して、第三者による承継（M＆A）を支援します。顧客ファーストの徹底と
友好的な相手探しを最優先します。

8.経営改善支援に関するご相談
事業再生・再生計画の策定支援を各支援機関とともに行います。支援機関との間で個々の企業課題を
共有し早期経営改善や金融取引の正常化に向けサポートします。また、医療・介護事業者様に特化し
た支援メニューのご提案も可能です。

ひょうしんの主な事業支援
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